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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第17期

第１四半期
連結累計期間

第18期
第１四半期
連結累計期間

第17期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年６月30日

自2023年４月１日
至2023年６月30日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （千円） 3,004,247 3,410,994 13,070,402

経常利益 （千円） 305,812 277,069 1,266,301

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 209,502 189,029 885,507

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 209,502 189,029 885,507

純資産額 （千円） 3,325,381 2,839,694 3,195,296

総資産額 （千円） 12,055,100 12,642,709 12,882,388

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 11.85 11.17 50.33

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） - - -

自己資本比率 （％） 27.6 22.5 24.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染拡大も落ち着きをみせ、５月には感

染症法上の位置づけが「２類相当」から「５類」に移行する等、経済社会活動の正常化が進められるなかで、各種政

策の効果もあり、企業収益には緩やかな改善傾向が、雇用情勢及び個人消費には持ち直しの動きがそれぞれみられま

した。先行きについては、主要国における金融引き締めが継続するなかで、海外景気の下振れ、金融資本市場の変

動、物価上昇等のリスクもあり、不透明な状況にあります。

　当社グループを取り巻く環境について、外食業界においては、昨年に引き続き行動制限のないGWとなったこと及び

インバウンドの増加等によって、売上高、来客数が伸長した一方で、利益面は原材料と光熱費の高騰もあり、厳しい

状況となりました。また、遅い時間帯の来客と大規模宴会需要の戻りは限定的で、引き続き飲酒業態では回復の遅れ

がみられました。東京主要地域の不動産市況については、人流の回復に伴い、テナント募集も全体的に落ち着きが確

認できる一方で、ブランド力に乏しい駅外周部等の店舗物件、固定費が膨らむ大型の店舗物件や集客面に課題がある

空中階の店舗物件については、出店需要に弱さが残る状況となりました。

　このような環境のなかで、当社グループが展開する店舗転貸借事業においては、旺盛な個人・小規模飲食事業者の

出店需要に対応し、「好立地」「小規模」「居抜き」店舗物件の積極的な仕入れと共に、営業力向上に向けた採用及

び教育の強化を進めました。また、中長期的な転貸借物件数の増加に対応するため、営業管理システムや電子契約の

活用等のDX化を推進しました。不動産売買事業においては、店舗転貸借事業との連携強化による既存転貸物件の売却

情報取得を進めると共に人員増を含む組織強化に着手し、顧客開拓に注力しました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高3,410,994千円（前年同四半期比13.5％増）、営業利益

244,541千円（同14.6％減）、経常利益277,069千円（同9.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益189,029千円

（同9.8％減）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①店舗転貸借事業

　店舗転貸借事業においては、当第１四半期連結累計期間における新規契約件数及び後継付け件数（閉店した店舗

に対し新規出店者と転貸借契約を締結したもの）の転貸借契約件数の合計は119件（前年同四半期比11.2％増）と

なりました。また、当第１四半期連結会計期間末における転貸借物件数は前連結会計年度末より56件純増し、合計

2,272件となりました。一方、給与・役員報酬や採用費等の増加により、販売費及び一般管理費は前年同四半期と

比較して増加となりました。この結果、店舗転貸借事業の当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高3,262,737

千円（前年同四半期比12.4％増）、セグメント利益215,535千円（同14.0％減）となりました。

　なお、店舗セーフティー株式会社が営む店舗家賃保証事業の収益は、店舗転貸借事業のセグメント収益に含んで

おります。

②不動産売買事業

　不動産売買事業では、店舗転貸借事業を更に推進する為に、不動産業者とのリレーションシップ強化を目的とし

て、店舗不動産の仕入販売や建築販売を行っております。当第１四半期連結累計期間においては、経済社会活動の

正常化に伴い、市場における様子見傾向が軽減するなかで、２物件を売却、５物件を取得し、当第１四半期連結会

計期間末における保有物件数は９件となりました。この結果、不動産売買事業の当第１四半期連結累計期間の業績

は、売上高148,256千円（前年同四半期比44.3％増）、セグメント利益29,005千円（同18.4％減）となりました。

 

（２）財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ239,679千円減少し、12,642,709千

円となりました。これは主に販売用不動産が234,485千円、差入保証金が100,630千円それぞれ増加し、現金及び預

金が578,753千円減少したことによるものであります。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ115,921千円増加し、9,803,014千円

となりました。これは主に預り保証金が186,994千円、前受収益が54,227千円それぞれ増加し、未払法人税等が

171,259千円減少したことによるものであります。

（純資産）
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　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ355,601千円減少し、2,839,694千

円となりました。これは自己株式が272,250千円増加し、利益剰余金が83,351千円減少したことによるものであり

ます。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,674,400 17,674,400
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数　100株

計 17,674,400 17,674,400 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残
高　　
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2023年４月１日～

2023年６月30日
－ 17,674,400 － 308,394 － 539,930
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（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2023年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 650,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,019,800 170,198 －

単元未満株式 普通株式 4,100 － －

発行済株式総数  17,674,400 － －

総株主の議決権  － 170,198 －

（注）単元未満株式には当社所有の自己株式88株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の合

計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

株式会社テンポイノ

ベーション

東京都新宿区新宿

四丁目１番６号 Ｊ

Ｒ新宿ミライナタ

ワー11階

650,500 － 650,500 3.68

計 － 650,500 － 650,500 3.68

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2023年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,501,245 2,922,492

販売用不動産 337,396 571,881

前払費用 1,103,740 1,130,657

その他 185,654 163,570

流動資産合計 5,128,037 4,788,600

固定資産   

有形固定資産 666,515 658,837

無形固定資産 41,863 46,753

投資その他の資産   

差入保証金 6,423,205 6,523,836

その他 622,765 624,680

投資その他の資産合計 7,045,971 7,148,516

固定資産合計 7,754,351 7,854,108

資産合計 12,882,388 12,642,709

負債の部   

流動負債   

未払法人税等 265,275 94,015

賞与引当金 46,872 40,671

前受収益 1,356,757 1,410,985

その他 644,363 681,900

流動負債合計 2,313,269 2,227,572

固定負債   

退職給付に係る負債 21,500 27,500

預り保証金 6,969,768 7,156,763

その他 382,554 391,178

固定負債合計 7,373,823 7,575,441

負債合計 9,687,092 9,803,014

純資産の部   

株主資本   

資本金 308,394 308,394

資本剰余金 539,930 539,930

利益剰余金 3,153,526 3,070,174

自己株式 △806,554 △1,078,804

株主資本合計 3,195,296 2,839,694

純資産合計 3,195,296 2,839,694

負債純資産合計 12,882,388 12,642,709
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年６月30日）

売上高 3,004,247 3,410,994

売上原価 2,415,839 2,805,101

売上総利益 588,407 605,892

販売費及び一般管理費 302,114 361,351

営業利益 286,293 244,541

営業外収益   

違約金収入 3,137 12,758

受取補償金 10,000 26,915

助成金収入 5,942 -

その他 2,706 202

営業外収益合計 21,786 39,875

営業外費用   

支払補償費 1,103 4,117

控除対象外消費税等 - 2,873

創立費償却 1,163 -

その他 - 357

営業外費用合計 2,267 7,347

経常利益 305,812 277,069

税金等調整前四半期純利益 305,812 277,069

法人税等 96,310 88,040

四半期純利益 209,502 189,029

親会社株主に帰属する四半期純利益 209,502 189,029
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年６月30日）

四半期純利益 209,502 189,029

四半期包括利益 209,502 189,029

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 209,502 189,029
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年６月30日）

減価償却費 9,401千円 9,371千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月14日

定時株主総会
普通株式 212,086 12 2022年３月31日 2022年６月15日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月13日

定時株主総会
普通株式 272,380 16 2023年３月31日 2023年６月14日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2023年５月18日開催の取締役会決議に基づき、自己株式250,000株の取得を行いました。この結

果、当第１四半期連結累計期間において自己株式が272,250千円増加し、当第１四半期連結会計期間末におい

て自己株式が1,078,804千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する事項

    （単位：千円）

 報告セグメント
計

四半期連結損益
計算書計上額

 店舗転貸借事業 不動産売買事業

売上高     

外部顧客への売上高 2,901,536 102,710 3,004,247 3,004,247

計 2,901,536 102,710 3,004,247 3,004,247

セグメント利益 250,746 35,546 286,293 286,293

（注）2022年４月１日付で店舗セーフティー株式会社を新規設立したことに伴い、当第１四半期連結会計期間

より、店舗転貸借事業に店舗セーフティー株式会社を含めております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する事項

    （単位：千円）

 報告セグメント
計

四半期連結損益
計算書計上額

 店舗転貸借事業 不動産売買事業

売上高     

外部顧客への売上高 3,262,737 148,256 3,410,994 3,410,994

計 3,262,737 148,256 3,410,994 3,410,994

セグメント利益 215,535 29,005 244,541 244,541
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

   （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
店舗転貸借事業 不動産売買事業

　不動産販売 - 97,438 97,438

　その他 60,915 - 60,915

顧客との契約から生じる収益 60,915 97,438 158,353

その他の収益 2,840,621 5,271 2,845,893

外部顧客への売上高 2,901,536 102,710 3,004,247

（注）「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

   （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
店舗転貸借事業 不動産売買事業

　不動産販売 - 144,249 144,249

　その他 89,319 - 89,319

顧客との契約から生じる収益 89,319 144,249 233,569

その他の収益 3,173,417 4,007 3,177,424

外部顧客への売上高 3,262,737 148,256 3,410,994

（注）「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年６月30日）

１株当たり四半期純利益 11円85銭 11円17銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 209,502 189,029

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（千円）
209,502 189,029

普通株式の期中平均株式数（株） 17,673,886 16,916,669

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年８月９日

株式会社テンポイノベーション

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 加 藤　　浩 幸

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 時々輪　　彰 久

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テンポ

イノベーションの2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2023年４月１日か

ら2023年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テンポイノベーション及び連結子会社の2023年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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